
○農林⽔産省では、平成30年以降改正された農薬取締法及び農薬取締法施⾏規則に即して、
「農薬を販売する際の表⽰要領の制定について」（令和５年３⽉１⽇付け４消安第6566号消
費・安全局⻑通知）において、農薬製造者に対して、薬剤抵抗性の発達回避に資する農薬の作
⽤機構分類（RACコード）の表⽰を推奨している。

○近年、製品ラベルにRACコードを表記する製剤が増加するとともに、農薬使⽤者へのRAC
コードの周知が図られている。

（２）⽣産現場における病害⾍・雑草防除の課題＜薬剤抵抗性＞

（参考及び引⽤）公益社団法⼈緑の安全推進協会HP
https://www.midori-kyokai.com/pdf/L-RAC_code1909.pdf 29



○近年、⼈やモノの国境を越えた移動の増加、地球温暖化等の気候変動等により、世界で越境性病害
⾍による被害の拡⼤が報告。我が国でも、新規病害⾍等の侵⼊リスクが増加。

（参考及び引⽤、※植物防疫課で加筆）WTO SPS Thematic Session, Geneva, 11 November 2024
「Change in migration pattern of the oriental fruit fly arriving in Japan」
https://www.wto.org/library/events/event_resources/sps_11112024/672_1919.pdf

■トマトキバガ
（Tomato leafminer, Tuta absoluta)

・南アメリカ原産
・2006年、スペインで確認
・2017年、東アジアで確認
・2021年、⽇本で確認

（２）⽣産現場における病害⾍・雑草防除の課題＜新規病害⾍の侵⼊リスク＞

■ツマジロクサヨトウ
（Fall armyworm, Spodoptera frugiperda)

・南北アメリカ原産
・2016年、アフリカで確認
・2018年、東アジアで確認
・2019年7⽉、⽇本で確認
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○改正植物防疫法において、有害植物に「草（その部分、種⼦及び果実を含む）」を追加。
○現時点で指定有害動植物の対象に草は含まれていないが、特定外来⽣物のナガエツルノゲイトウを

含め、雑草防除に対する都道府県に対応強化が期待される。

（参考）
https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/646619.pdf

■ 福島県特殊報（令和６年８⽉、ナガエツルノゲイトウ） ■ 総合防除計画への記載
（茨城県、雑草イネ・ナガエツルノゲイトウ）

（参考）
https://www.pref.ibaraki.jp/nourinsuisan/nougi/seisanka
nkyo/documents/kaiteiban_sougouboujo_honnbunn.pdf

病害⾍の種類ごとの総合防除の内容︓いね

（２）⽣産現場における病害⾍・雑草防除の課題＜雑草対策＞
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○農薬の再評価は、農薬の安全性を⼀層向上させるものであり、農薬使⽤者の安全確保の観点からも
重要なもの。

○再評価の結果、登録内容の変更等が⾏われる可能性があり、代替剤の検討や化学合成農薬だけに過
度に依存しない総合防除体系の確⽴、薬剤抵抗性を発達させない使⽤⽅法の確⽴などが必要。

（２）⽣産現場における病害⾍・雑草防除の課題＜農薬再評価＞

（参考）https://www.maff.go.jp/j/nouyaku/n_info/attach/pdf/index-10.pdf 32

既に登録されている全ての農薬について、定期的（15年毎）に最新の科学的知⾒に
基づき、安全性等の再評価を⾏う仕組みを導⼊

また、農薬の安全性に関する科学的知⾒を収集し、必要な場合には随時、登録の⾒
直しを実施

再評価では、メーカーに対して、最新の試験要求に則った、データの提出を要求

国は農薬の安全性に関する科学的知⾒の収集・分析

再評価制度の仕組み

具体的な進め⽅



○農業従事者の減少・⾼齢化等により、⼟づくり等の病害⾍が発⽣しにくい環境づくりや適時・適切
な防除の実施が困難となっており、農作物被害の拡⼤が懸念。

○法⼈化や平均経営耕地⾯積の増⼤に伴い、ほ場の⾒回りによる病害⾍の発⽣状況の観察が不⼗分。
○予防・判断・防除の考え⽅に基づく総合防除の普及及び定着を通じて、基本的な取組の実践を徹底

することが必要。

■ 年齢別の基幹的農業従事者数■ 基幹的農業従事者数と平均年齢

（参考及び引⽤）令和５年度⾷料・農業・農村⽩書
https://www.maff.go.jp/j/wpaper/w_maff/r5/index.html

（２）⽣産現場における病害⾍・雑草防除の課題＜農業従事者の減少等＞
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(名)

注）
※病害⾍防除職員数は、所⻑・⽀所⻑、技術員、事務員を計上した数
※平成16年度から、植物防疫事業交付⾦で交付していた病害⾍防除所職員に要する経費が三位⼀体の改⾰により、⼀般財源化

○病害⾍防除所や普及指導センターの組織集約化や職員削減により、綿密な現場指導が困難。
○都道府県のマンパワーが限られている中で、これまで以上に迅速・精緻な発⽣予察事業の実施や綿

密な防除指導が⾏えるように、IoTやAI等のICT技術を活⽤し、発⽣予察や防除指導の体制を⾒直し
・強化することが必要。

439
357 323 277 272 259 267 266 268 266

357

401

322
340 343 352 346 326 359 362

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

平成13年 平成17年 平成22年 平成27年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

病害⾍防除所職員数の推移 本務 兼務

（２）⽣産現場における病害⾍・雑草防除の課題＜地域指導者の減少等＞
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（参考及び引⽤）「協同農業普及事業をめぐる情勢（農産局技術普及課）」（令和６年１⽉版）
https://www.maff.go.jp/j/seisan/gizyutu/hukyu/h_about/attach/pdf/index-1.pdf

○普及職員数は、地⽅の⾏財政改⾰等により全国的には減少してきたが、近年は横ばいで推移。
○普及職員の年齢別構成は、50代以上が約半数を占める⼀⽅で、普及指導員資格の取得に向けて実務

経験中の若⼿の職員が増加。

＜参考＞普及指導員の担当部⾨別設置数では、病害⾍分野は全国で
290⼈（令和４年度末）

（２）⽣産現場における病害⾍・雑草防除の課題＜地域指導者の減少等＞
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○ 普及職員数の推移

（資料）普及事業の組織及び運営に関する調査等
（注）普及指導員の数値は各年度末の⼈数。

協同農業普及事業交付⾦の数値は実績額。
（※）都道府県の裁量度を⾼め⾃主性を⼤幅に拡⼤する三位⼀体改⾰により、

協同農業普及事業交付⾦の⼤部分を税源移譲。

○ 普及職員の男⼥割合（令和４年度末）

○ 普及職員の年齢構成割合（令和４年度末）



（参考及び引⽤）「協同農業普及事業をめぐる情勢（農産局技術普及課）」（令和６年１⽉版）
https://www.maff.go.jp/j/seisan/gizyutu/hukyu/h_about/attach/pdf/index-1.pdf

（２）⽣産現場における病害⾍・雑草防除の課題＜地域指導者の減少等＞

■ 協同農業普及事業におけるIPMの推進
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（参考及び引⽤）⾷料・農業・農村政策審議会基本法検証部会（令和4年12⽉23⽇）配付資料
https://www.maff.go.jp/j/council/seisaku/kensho/attach/pdf/6siryo-10.pdf

（２）⽣産現場における病害⾍・雑草防除の課題＜地域指導者の減少等＞
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（参考及び引⽤）
①⾷料・農業・農村政策審議会基本法検証部会（令和4年12⽉23⽇）配付資料
https://www.maff.go.jp/j/council/seisaku/kensho/attach/pdf/6siryo-10.pdf
②JAグループHP
https://agri.ja-group.jp/support/lead/

○JAの営農指導事業は、農業経営の技術・経営指導、農畜産物市場の情報提供、新しい作物や技術の導
⼊等、組合員の営農⽀援のための活動を⾏っており、営農指導員は、農業の技術・経営や農畜産物
販売について農家の相談相⼿になり、指導を⾏っている。

○営農指導員はJAと農家を結ぶパイプとして重要な役割を果たしている。

（２）⽣産現場における病害⾍・雑草防除の課題＜地域指導者の減少等＞
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○農産物の輸出に当たっては、輸出先国の残留農薬基準値に適合した農産物を輸出することが必要。
○このため、輸出相⼿国に登録のない農薬等の代替⼜は使⽤を低減できる、IPMを活⽤した輸出⽤の新たな防

除体系を確⽴し、輸出先国の残留基準値に対応した防除暦を作成するとともに、産地への普及を図ることが
必要。

（参考）（⼀社）⽇本⻘果物輸出促進協議会
https://jpfruit-export.jp/ichigo_group.html

（２）⽣産現場における病害⾍・雑草防除の課題＜輸出促進＞

－光反射資材織り込みネット－
光反射資材をスリット上にポリエチレン⽷で織り込んだ防⾍ネット。本資
材をハウスのサイド部に展張することにより、太陽光が乱反射してアザミ
ウマ類の⾶翔⾏動をかく乱し、ハウス内への侵⼊が抑制される。

－UV-B照射技術－
うどんこ病に対する感染抵抗性が
誘導。また、ナミハダニに照射する
と、DNAの損傷や活性酸素による
死亡が報告。

39注）図は、いずれもマニュアルより引⽤

■代替防除技術の具体例



○輸出先国は、⾃国で発⽣していない病害⾍（検疫病害⾍）が植物等に付着して他国から侵⼊してくることの
ないよう、植物等の輸⼊に対して殺⾍処理、検査などの様々な条件を付している。相⼿国が我が国の産品に
対する輸⼊条件を設定していない場合や、相⼿国の既存の輸⼊条件では国内産地の負担が⼤きいと考えられ
る場合は、当該条件の設定⼜は緩和に向けて検疫協議を働きかけることになる。

○⼆国間協議に基づく⽣産園地の登録要件として、IPM⼜はそれに準ずる取組が定められている事例がある。

（参考）
⼆国間協議に係る⽣果実輸出検査実施要領（令和５年９⽉６⽇付け５消安第3182号）
タイ向けメロン等の⽣果実輸出検疫実施要領（令和元年12⽉5⽇付け元消安第2542号）
https://www.maff.go.jp/pps/j/law/houki/yoko/yoko_2300802.html
https://www.maff.go.jp/pps/j/law/houki/yoko/yoko_263_html_191205.html

⽣産園地の登録要件輸出先・品⽬
第４ ⽣産園地の登録要件（本⽂第２の１関係）

ア 静岡県内の⽣産園地であること。
イ 都道府県の指導の下、発⽣予察、防除暦等を踏まえた薬剤散布を含む総合的病害⾍管理が実施されること。
ウ 管理者により、イの実施状況の記録が作成され、２年間保管されること。

ニュージーランド
向けかんきつ

第４ ⽣産園地の登録要件（本⽂第２の１関係）
ア 防除暦等を踏まえ、オーストラリアの残留農薬基準に配慮した有害動植物の防除が⾏われること。
（略）
エ 有害動植物寄⽣枝葉の除去、剪定、下草管理等が実施されること。

オーストラリア
向けぶどう

第４ ⽣産園地の登録要件（本⽂第２の１関係）
ア 都道府県⼜は地域の農業協同組合その他の団体が定める農業⽣産⼯程管理（Good Agriculture Practice、以下

「GAP」という。）を踏まえた、有害動植物の防除が⾏われること(GAP の取得を義務付けるものではな
い。)。

イ 防除暦等を踏まえ、有害動植物の防除が⾏われること。
ウ 管理者により、ア及びイの実施状況の記録が作成され、２年間保管されること。

インド向けりんご

第 4  ⽣産園地の登録
（1）病害⾍の発⽣状況に応じて、天敵（⽣物的防除）や粘着板（物理的防除）等の防除⽅法を適切に組み合わせ、

病害⾍の発⽣を抑制する防除体系を踏まえた病害⾍防除及び栽培管理が⾏われること。
（2）（1）の措置の実施状況について、⽣産者により、⽣産園地の管理に係る記録が作成され、少なくとも2年間保

管されること。

タイ向けメロン等

（２）⽣産現場における病害⾍・雑草防除の課題＜輸出促進＞
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農林⽔産環境政策の
基本⽅針（H15.12）

H15
（2003）

⾷料・農業・農村基本計画（H17.3）

環境と調和のとれた農業⽣産活動規範（H17.3）

検
討
会
開
催
状
況

IPM実践指針策定
（H17.9）

IPM実践指標モデル
（⽔稲）

IPM実践指標モデル
（キャベツ、カンキツ）

IPM実践指標モデル
（りんご等計８種）

（H18.12） （H20.3）

第1回
（H16.11.19）

第2回
（H17.1.26）

第3回
（H17.3.14）

第4回
（H17.6.7）

都道府県によるIPM実践指標の策定を⽀援指
針
等

４回の検討会によ
りIPM実践指針案及
び実践指標モデル
案（⽔稲）を作成

策定策定 策定

第6回
（H19.6.11）

第7回
（H20.3.12,17）

第5回
（H18.4.12）

第1回野菜・
果樹専⾨部会
（H17.11.19）

第2回野菜専⾨部会
（H18.2.8）

第2回果樹専⾨部会
（H18.2.24）

野菜及び果樹を
対象としたIPM
実践指標モデル
案を作成

地⽅農政局単位でIPM実践指
標モデル案を作成

農林⽔産省⽣物多様性
戦略（H19.7）

H20
（2008）

H19
（2007）

H18
（2006）

H17
（2005）

H16
（2004）

（３）総合的病害⾍・雑草管理（IPM）実践指針の策定
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Ⅰ．趣旨

Ⅱ．総合的病害⾍・雑草管理（IPM）の推進

Ⅲ．主要作物別IPM実践指標モデル

・「農林⽔産環境政策の基本⽅針」（平成15年12⽉）及び「⾷料・農業・農村基本計画」（平成17年3⽉）に基づき、農業⽣産
全体の在り⽅を環境保全を重視したものに転換することを推進し、農業⽣産活動に伴う環境への負荷の低減を図る必要。

・国⺠から⽀持される⾷料供給の実現を図る上で、病害⾍・雑草防除の場⾯においても、従来以上に環境保全を重視した取組の
推進が必要であり、我が国で推進すべきIPMとは何かを再整理し、農業⽣産現場に望ましいIPMを⼀層浸透させ、国⺠の理解を
得るため、本指針を策定。

・「定義」、「⽬的」、「メリット（農業者、消費者）」を整理。
・基本的な実践⽅法として、①予防的措置、②判断、③防除の３点の取組が基本と整理（下図）。
・農業者⾃⾝による⽬標設定並びに各取組の確認／評価の実施により、IPMの理解促進や農業⽣産現場への反映を⾏うものとして、

IPM実践指標の策定を推進。

・具体的なIPMの推進⽅策として、以下を明⽰。
－実践農業者のモデル的育成、
－IPM実践指標の活⽤⽅策（⾃⼰点検結果の指数化による評価）、
－IPMモデル地域外への普及
（普及指導員の指導⼒向上、農業者団体の協⼒）

・IPMの推進に向けた課題として、以下を明⽰。
－新技術の導⼊におけるコスト・労⼒負担の考慮
－農業者⾃⾝で実施可能な、病害⾍発⽣状況調査⼿法等の導⼊
－環境負荷の低減等に向けた農薬使⽤の推進
－都道府県の防除基準及び防除暦の⾒直し等

・計11品⽬について、IPM実践指標モデルを策定。
【⽔稲、⼤⾖、キャベツ、施設いちご、施設トマト、かんきつ、なし、りんご、茶、さとうきび、露地きく】

（H17.9.30付け17消安第6260号消費・安全局⻑通知）

（１）総合的病害⾍・雑草管理（IPM）実践指針について
■総合的病害⾍・雑草管理（IPM）実践指針（概要）
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